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※このカレンダーには、決算日等に関係なく全ての会社に共通する期日のみ記載しています。

●５月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付　 ➡６月10日（水）まで

●前年12月～当年５月分の特別徴収住民税の納期の特例分の納付

★10人未満の事業所は届出により前６か月分を６月10日と12月10日までに納付

することができます。　　　　　　　　　　　　　➡６月10日（水）まで

●４月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）

★届出により申告期限の延長特例あり（特例利用の場合は見込納付、消費税は

法人税の延長とセットで）。

➡決算応当日（月末決算では６月30日（火））まで

●10月決算法人の中間申告と納付（法人税・消費税など）

➡決算応当日（月末決算では６月30日（火））まで

●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が400万円超の法人）のうち７月・10月・１月決算法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では６月30日（火））まで

●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が4,800万円超の法人）のうち３月・４月決算法人（申告期限延長の場合

は２月・３月・４月決算法人）を除く法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では６月30日（火））まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（５月雇入分）

➡６月10日（水）まで

●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない外国人の５

月雇入・離職分）　　　　　　　　　　　　　　 ➡６月30日（火）まで

●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（５月分） ➡６月30日（火）まで

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
原則その翌日が納付期限等の日となります。

（公認会計士・税理士　井村奨／特定社会保険労務士　井村佐都美）
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労働組合

　厚生労働省は毎年６月30日基準で労働組合基礎調査を行い、その結果

を公表しています。近年の労働組合状況・活動について税務・労務上の

注意点・影響を記載します。

［税務上の注意点・影響］

　労働組合は「労働条件の維持改善その他経済的地位の向上を図るこ

と」を主たる目的としており、組合活動は賃金・賞与・一時金に重点を

おかれる割合が高くなっています。

　法人税等の税額控除の一つに賃上げ促進税制があり、賃金等の増加に

より継続雇用者給与等支給額・雇用者給与等支給額が共に増加するため、

税額控除が受けられる可能性や、税額控除額が増加する可能性が高くな

ります。

［労務上の注意点・影響］

　厚生労働省公表の労働組合基礎調査によると、労働組合数や推定組織

率は近年減少傾向にあるなか、パートタイム労働者の労働組合員数は近

年増加傾向にあります。また、産業や企業規模に応じて労働組合の推定

組織率に大きなバラツキがあります。

　団体交渉他の各種場面において、世の中の全体的な動向を掴む際には、

労働組合に関する各種統計調査も参考になります。
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今月のテーマ 青色申告の承認取消しにつながる注意事項
法人税の確定申告書の提出が期限後申告となってしまいました。青色申告の承認は取り消されてしまうのでしょ
うか？

２事業年度連続して期限後申告であった場合には、２事業年度目からは青色申告の適用を受けることはできません。

　法人税における青色申告制度は、一定の帳簿書類を備え付け、複式簿記による正確な記帳を行うことを条件に税務署長の承認を受け、
税務上さまざまな特典が認められる制度です。全法人の90％以上がその承認を受けているようです。

　青色申告の主な特典としては、次のものがあります。

税理士　磯山仁志

ギモンを解決！

経理担当者のための
税務・会計Q&A

　このようにメリットの大きい青色申告制度ですが、その適用は無条件に継続されるものではなく、一定の事由に該当した場合には承
認が取り消されることがあります。
　法人の青色申告の承認が取消しとなる主な事由は次のとおりです。

青色申告が取り消されると、取消通知日から１年間は再申請ができません。また、青色申告の適用は申請の翌事業年度になるため、
再適用は最短でも取消通知を受けた事業年度の翌々事業年度になります。

◉欠損金の繰越控除
　事業年度において生じた欠損金（税務上の赤字）を、最長10年間にわたって翌事業年度以降の所得金額と相殺することができます。

◉欠損金の繰戻し還付
　中小企業者等においては、当事業年度に欠損金が生じた場合に、前事業年度に納付した法人税について還付を受けることができ
る制度です。
◉税務調査における推計による更正又は決定の禁止
　税務署長が更正又は決定をする場合に、青色申告者に対しては原則実額課税のみが許され、推計課税（税務署が間接資料から所
得金額や課税標準を推計して行う課税処分）は許されていません。
◉中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
　中小企業者等においては、取得価額30万円未満（令和８年度改正後は40万円未満）の減価償却資産を、その事業年度に300万円
を限度として一括で損金にできます。
◉中小企業者等における賃上げ促進税制等の各種税額控除の適用
　中小企業者等における賃上げ促進税制、中小企業技術基盤強化税制、中小企業投資促進税制などの各種税額控除は青色申告書を
提出する法人を対象としています。

１　帳簿書類の備付け、記録又は保存が行われていない場合

　取引の記録が不十分であったり、重要な帳簿書類が保存されていなかったりする場合には取消しの対象となります。また、ここ
でいう保存とは、帳簿書類を税務職員に提示することを含むとされています。したがって、税務調査において法人が正当な理由な
くその提示を拒否した場合には、当該拒否は青色申告の承認の取消事由に該当するでしょう。
　また、電子帳簿保存法の要件に従っていない場合においては、電磁的記録の備付け又は保存の程度（電磁的記録に代わる書面等
による備付け又は保存の有無とその程度を含む）や今後の改善可能性等を総合勘案の上、取消しの判断がされるようです。

２　帳簿書類の備付け等についてなされた税務署長の指示に従わない場合

　税務署長の指示に応じるよう説得されても、なお指示に従わない場合に承認が取消されます。

３　帳簿書類に取引の全部又は一部を隠蔽、仮装して記載・記録している場合

　具体的には、調査により所得金額が増加する更正処分（更正を予知した修正申告を含む）があった際に、その増加した所得金額
の50％超が隠蔽又は仮装の事実に基づく所得金額である場合などには、取消事由に該当します。

４　２事業年度連続してその提出期限内に確定申告書の提出がない場合

　２事業年度連続して期限後申告を行った場合には、その２事業年度目の申告から青色申告の承認が取り消されます。２事業年度
目の申告が期限後で青色申告書を提出している場合には、白色申告での修正申告の必要が生じることもあります。


